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　2010 年度農業白書は、歴史的な大きな節目を迎えた中でまとまった。１つは高齢化が進

みまさに農業生産構造の弱体化が加速する中で、今後の日本農業の担い手をどうするのかの

危機感が前面に出た。これは、酪農現場でも同様だ。都府県の生乳生産の地盤沈下に歯止め

がかからない。

　また国内農業振興の「憲法」的な役割を担った農業基本法制定に沿って昭和 36 年（1961

年）に第一回が出て以降、50 年、半世紀を重ねた歴史的な農業白書となった点だ。そこで

本編で約 500 ページにもなった冊子にも読みやすい工夫を持たした。

不安定な食料需給
国際的な農業生産の不安定と穀物相場の混乱が続く。2008 年の投機マネーの流入による

トウモロコシなどの高騰は、そのまま「高止まり」している。生産状況の問題に加え、豪州
での干ばつや洪水をはじめ、ロシア、ウクライナなどでの干ばつで小麦が深刻な被害を受け
るなど異常気象の頻発も需給の変動に大きく左右している。自国の食料確保を最優先するた
め、輸出規制に踏み切った国も出た。農業生産を一層不安定にしている問題に水資源の枯渇、
水不足の影響も大きい。中国の食料輸入が世界的な混乱を招くと警鐘を鳴らす国際農業経済
学者レスター・ブラウンは「食料安全保障で水不足、環境問題は 21 世紀に極めて深刻になる」
と指摘している。

こうした食料危機とも言える現状の中で農業の実態はまさに「異常国家ニッポン」である。
先進国の中で日本は最低水準の食料自給率 40％（カロリーベース）。米国、豪州といった農
産物輸出国は別としても工業国のドイツで 80％、山岳地帯の多いスイスで 54％、次々とＦ
ＴＡ（２国間自由貿易協定）を進め市場開放を行うお隣の韓国ですら 44％。日本の自給率
の低さは異常と言うほかない（図１）。ヨーロッパは地続きで、一旦戦争が起きれば食料供
給がストップするため、安全保障上でも出来るだけ自国で自給していく歴史的な教訓が生き
ている。スイスは観光資源でもある山岳酪農を守る国家戦略があり、国民の意識も「まずは
自国スイス製品の購入」という考えが徹底している。しかも有事を想定し、国内の各企業で
一定の食料備蓄が義務付けられている。米韓ＦＴＡでもわかるように、米以外の農業を外国
に明け渡す方針を決めた韓国は早晩、日本を下回る自給率に転落するだろう。しかしそれは
反面教師として見るべきだ。悪い事例につきあう必要はない。むしろ韓国は日本を見習った
のかもしれない。日本は農業を犠牲に工業を発展させた。しかし、そうした過度の農業軽視、
胃袋外国依存はあとで大きなリスクを国民が負う。金さえ出せば食料を売ってくれる国はほ
とんどない。飢餓人口が 10 億人前後に膨れ上がる中で、食料をかき集める事は人道的にも
国際的な批判を受ける。民主党政権が食料自給率 50％に上方修正した政策目標を掲げてい
るが、「せめてスイス並みの自給率」というのは当たり前のことだ。

本当の実力を示す「穀物自給率」はもっと悲惨だ。先進国で構成する OECD 加盟 30 カ国
で 27 位、世界 177 の国と地域で 124 位。後ろにはヨルダンなどが続くだけだ。放棄した飼
料生産は米国から大量のトウモロコシなどで補う。まさに米国の食料戦略に組み込まれ、食
料主権と言う国家の存亡に直結する生殺与奪権を外国に握られているのが実態である。

リレーコラム

高齢化進み激変期の生産構造
半世紀で急成長した酪農の課題
－『分析・2010年度農業白書』－
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急速に発展した酪農・畜産
　農業白書が発表されてから今回で半世紀。この間の品目別の農業生産、消費の伸びなど

を見ると、食の洋風化の「追い風」も受けながら酪農・畜産が大きく発展したことがわかる。
この間、牛乳・乳製品の国民１人当たりの年間消費量は４倍の 84.8kg にまで増えた（表１）。
まさに 50 年前に制定された農業基本法が「選択的拡大」品目と期待したことを裏付けた形だ。
その後の 1965 年の加工原料乳生産者補給金等暫定措置法（不足払い法）による北海道など
での大規模な乳製品生産と飲用牛乳の価格安定策も酪農の発展に貢献した。

国際化と生産離脱の加速
貿易自由化、国際化が進む中で国内農業の経営環境は厳しさを増している。自由化は海外

からの安価な原料・製品が洪水のように押し寄せてくることを意味する。原料、特に飼料、
穀物の輸入はますます飼料自給率を下げ、パンやスパゲティーなどの普及は日本農業の中核
である稲作と米飯消費の低迷につながっている。米は毎年 10 万トン、10 年間で 100 万トン
の需要減少が続く「斜陽産業」との指摘もある現状に追い込まれている。

今回の白書でショッキングだったのは高齢化が進み、いよいよ国内農業の主体がピンチと
なった点だ。2010 年農林業センサスに基づきその構造的危機が裏付けられた。急速な農業
就業人口の減少である。つまり集落で農業をやる人そのものが消滅しているのだ。農業就業
人口は、260 万 6000 人と５年前に比べ 22.3％減少し、300 万人の大台を大きく割り込んだ。
平均年齢は 65.8 歳で 65 歳を超えた。基幹的農業従事者は、205 万 2000 人（同▲ 8.4％）で
200 万人割れ目前となった。つまり雪崩を打って生産構造の弱体化が進行している。農業生
産力の弱体化と高齢化が同時進行し、それが限界集落の増加、地方経済の衰退に重なってい
るのだ。

米麦の土地利用型農業ほどでないにしても、酪農も例外ではない。最大の課題は経営離脱
が続き生産基盤の弱体化が加速している事だ。酪肉近代化基本方針では、10 年後の 2020 年
度の生乳生産目標数量を 800 万トン、１人当たり牛乳・乳製品の年間消費量 89kg、乳用牛
飼養頭数 132 万頭とした。つまりほぼ現状維持で酪農を続ける絵姿を描く。ただ内容は北海
道のますますの拡大と都府県酪農の縮小だ。内地酪農減少分を北海道がカバーしきれなけれ
ば、国内酪農のダウンサイジング、縮小生産の「負のスパイラル」に陥りかねない。

伊本　克宜（いもと　かつよし）

1955 年仙台市生まれ。茨城大学卒（農業経済学専攻）。
農政ジャーナリストとして、主に政治、農政、酪農問題を
取材。この間、1993 年の自民党野党転落、細川非自民連立
政権、ウルグアイ・ラウンド農業交渉最終合意時のジュネー
ブ取材。1995 年ローマでの初の世界食糧サミットなど国際
取材。住専問題、雪印食中毒事件、全酪連事件なども取材。
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表１　わが国の国民１人１年当たり供給純食料

昭和35年度（1960） 平成21年度（2009）
米 114.9 ⇒ 58.5 
小麦 25.8 ⇒ 31.8 
野菜 99.7 ⇒ 91.7 
果実 22.4 ⇒ 39.3 
　うち　ミカン 5.9 ⇒ 5.0 
　うち　リンゴ 7.0 ⇒ 8.7 
肉類 5.2 ⇒ 28.6 
　うち　牛肉 1.1 ⇒ 5.9 
　うち　豚肉 1.1 ⇒ 11.5 
鶏卵 6.3 ⇒ 16.5 
牛乳・乳製品 22.2 ⇒ 84.8 
魚介類 27.8 ⇒ 30.0 
油脂類 4.3 ⇒ 13.1 
資料：農林水産省「食料需給表」

資料：農林水産省作成（アルコール類は含まない）
　注）日本は2009年度、それ以外の国は2007年の値。

図１　諸外国の食料自給率（カロリーベース）


